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プラント・環境・鉄構事業 
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見通しであります。 

本業績見通しにおける為替レートは、１ドル＝105 円、１ユーロ＝125 円を前提にしております。 

 

 

また、上記の業績見通しにつきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断したもの

であります。従いまして、実際の業績は納期変動や原材料の価格動向等、様々な要因の変化により、

記載の見通しと異なる結果となることがあります。こうした要因のなかで、上記業績見通しに影響

を与える外的要因としては次の項目等が考えられます。 

① 経済情勢 

当グループは、国内はもとより、北米・アジア・欧州をはじめ、世界各地で事業展開しており、

それぞれの地域における政治・経済情勢の影響を受けます。例えば個人消費の動向は汎用機事業

＝ 
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【補足-2】

　　②単独見通し

(a)　売上高・受注高 (単位：億円)

ｾｸﾞﾒﾝﾄ（部門）

売上高 受注高
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4．中間連結財務諸表等

中 間 連 結 損 益 計 算 書 
(単位  百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 比較増減 前連結会計年度

科            目 (平成16年４月１日から (平成15年４月１日から (平成15年４月１日から

　平成16年９月30日まで) 　平成15年９月30日まで) 　平成16年３月31日まで)

 Ⅰ  売　　上　　高 537,715 523,269 14,445 1,160,252

 Ⅱ  売   上   原   価 467,660 452,815 14,845 998,416

    売　上　総��ﾒп@竣 940
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(2) 減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主として定率法により償却している。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法により償却している。 

②無形固定資産 

定額法により償却している。 

(3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については主として過去の貸倒実績率による繰入額を

計上しているほか、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討した必要額を計上し

ている。 

②賞与引当金 

従業員に支給する期末手当に充てるため、支給見込額に基づき計上している。 

③保証工事引当金 

保証工事費用の支出に備え、過去の実績または個別の見積りに基づき計上している。 

④受注工事損失引当金 

中間連結会計期間末の未引渡工事のうち、大幅な損失が発生すると見込まれ、かつ、中間連結会計期

間末時点で当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、当下半期以降の損失見積額を計上

している。 

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え、当連結会計年度末の退職給付債務および年金資産（退職給付信託を含む）

の見込額に基づき当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しており、会計基

準変更時差異は、一部子会社を除き10年による按分額の1/2を当中間連結会計期間に費用処理している。 

また、数理計算上の差異は、主として10年による定額法により翌連結会計年度から費用処理し、過去

勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定のり
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(2) 所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)
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（単位  百万円）

科　　　　　　目 平成16年度中間期 平成15年度 比較増減 平成15年度中間期

(平成16年９月30日現在) (平成16年３月31日現在) (平成15年９月30日現在)

負債の部

流動負債 431,542 �










